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日本の自然災害の状況

・治山・治水・海岸事業等の国土保全事業の積極的推進、防災関連制度の整備等による防災体制の充実、気象観
測施設・設備の整備の充実、予報技術の向上、災害情報伝達手段の発展及び普及等により、死者・行方不明者
数は、逓減傾向。
・近年でも、阪神・淡路大震災のように、多大な人命、財産を失う災害が発生。

自然災害による死者・行方不明者

（注）平成７年の死者のうち、阪神・淡路大震災の死者については、いわゆる関連死９１２名を含む。
平成１９年の死者・行方不明者数は速報値。

出典）昭和２０年は主な災害による死者・行方不明者、理科年表による。昭和２１～２７年は日本気象
災害年報、昭和２８年～３７年は警察庁資料、昭和３８年以降は消防庁資料による。
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平成19年以降の我が国の自然災害の状況

日本の自然災害の状況

出典）内閣府 「平成２０年版 防災白書」

・近年も、地震、台風等、自然災害により各地で被害を受けている。
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地 震

・日本は、世界の0.25％という国土面積に比して、地震（M6.0以上）の発生回数は20.8％ときわめて高い。
・切迫性が指摘されていなかった地域において大規模地震が発生。

過去３０年の主な地震と予想される大規模地震の震源地

出典）内閣府 「日本の災害対策」

№ 日付 地震名または震源 № 日付 地震名または震源

① 1982.3.21 浦河沖地震 ⑨ 2000.10.6 鳥取県西部地震

② 1993.1.15 釧路沖地震 ⑩ 2001.3.24 芸予地震

③ 1994.10.4 北海道東方沖地震 ⑪ 2003.5.26 宮城県沖

④ 1994.12.28 三陸はるか沖地震 ⑫ 2003.7.26 宮城県北部

⑤ 1995.1.17 兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災） ⑬ 2003.9.26 十勝沖地震

⑥ 1997.5.13 鹿児島県薩摩地方 ⑭ 2004.10.23 新潟県中越地震

⑦ 1998.9.3 岩手県内陸北部 ⑮ 2005.3.20 福岡県西方沖

⑧ 2000.7.1 新島・神津島近海 ⑯ 2005.8.16 宮城県沖

出典）地震調査研究推進本部 地震調査委員会

「全国を概観した地震動予測地図 ２００８年版」

今後３０年以内に震度６弱以上の揺れに見舞れる確率の分布図
（平均ケース）
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水害基礎資料関係

・我が国の人口約５０％、資産の約７５％は
洪水氾濫区域（国土面積１０％）に集中。
・ゼロメートル地帯には、全国で５４０万人（うち
三大湾で４０４万人）が居住。

出典）国土地理院

夏季の豪雨日数の経年予測（日降水100mm以上）

出典）気象庁 「異常気象レポート２００５」

・局所的な集中豪雨が多発傾向。
・今後１００年間に、日降水量が１００ｍｍ以上となる豪雨日数
は、現在の年３回程度から、最大年１０回程度に増加すると
予測される。

日数

水 害

関東地方 出典）国土交通省 都市・地域整備局資料

１時間雨量50mm以上の降雨の発生回数

近年、1時間降水量50mm以上の降水の発生回数が増加
H16年度

484回/y(過去最高)
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近年、1時間降水量50mm以上の降水の発生回数が増加
H16年度

484回/y(過去最高)

S53  54  55  56  57  58  59  60  61  62  63  H元 2  3  4  5   6    7   8   9   10  11  12  13  14  15 16 17 18  19

１時間降水量の年間延べ件数（全国のアメダス地点約1,300箇所より）（気象庁資料より）

降雨50(㎜/h)以上の発生回数

出典）国土交通省 河川局資料

日本の国土利用状況
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出典）警察庁 「平成１９年版 警察白書」

刑法犯の認知・検挙状況の推移（昭和２１～平成１８年）

出典）内閣府 「平成１８年８月調査 子どもの防犯に関する特別世論調査」

犯罪発生
昭和40年代の1.5倍

昭和40年代
120万件前後

平成18年
約205万件

・犯罪の認知件数は、平成１５年から減少に転じているものの、１２０万件前後で推移していた昭和４０年代の
１．５倍を超える水準。
・子供の犯罪被害の不安を７割以上の人が感じており、また、その理由として、近所付き合いの低さや、人通りの
少ない道や空き家等の存在が挙げられている。

身の回りにおける安全・安心 （防犯）

■総 数（N=1，834人）

■総 数（N=1，359人）

子どもの犯罪被害の不安
（１）子どもの犯罪被害の不安

（２）不安になる理由
不安になることが「よくある」，「ときどきある」と答えた者
（1,359 人）に複数回答
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平成14～19年度の都市公園における遊具事故の件数

平成１４～１９年度に、地方公共団体から国土交通省宛に報告があった都
市公園における「３０日以上の治療を要する重傷者又は死者が発生した」
遊具事故

身の回りにおける安全・安心 （交通事故、公園における事故）

出典）警察庁 「平成２０年度上半期の交通事故の特徴及び道路交通法違反
取締状況について」をもとに作成

・交通事故による死者数は減っているものの、高齢者の歩行中、自転車走行中の事故が多い。
・重傷者、死者が発生した都市公園の遊具事故が起きている。

状態別交通事故死者数と高齢者の割合の推移

出典）国土交通省 都市・地域整備局資料をもとに作成
状態別交通事故死者数

交通事故死者数に占める高齢者の割合

歩行中の死者数に占め
る高齢者の割合

自転車乗車中の死者数
に占める高齢者の割合
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故
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数
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）
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・2005年に我が国の人口は初めて減少し、今後、減少傾向が続き、高齢化率は現在の２倍程度に上昇すると推測。
・市町村の人口規模別の傾向では、人口減少は。人口規模の小さな地方都市ほど早期に起こり、大都市におい
ても、ゆるやかに人口が減少する見込み。

人口減少と少子高齢化の進展

出典） 国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（２００６年１２月推計）
－日本の将来推計人口（２０１０～２０５０年）、参考推計（超長期
推計）（２０６０～２１００年）をもとに作成

出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計
人口（平成15年12月推計）」をもとに作成

日本の将来人口及び高齢者割合の推移 全国市町村人口規模別指数

（１３自治体）

（１１自治体）

（４１自治体）

（４１自治体）

（１２２自治体）

（２２２自治体）

（２６３自治体）

（２,５１０自治体）

－７－



(千世帯）

885 1,181 1,623 2,202
3,032

3,865
4,655

5,621
6,311

6,729 7,173

1,245
1,597

2,129

2,936

3,854

4,648

5,336

5,991

6,140
5,941

5,686

798
919

1,156

1,600

2,207

2,932

3,508

4,020

4,088 3,932 3,797

1,403

1,535

1,667

1,930

2,043

2,100

2,181

2,397

2,454 2,409 2,376

35.6

39.0
38.137.7

31.2

27.6

23.8

19.7

16.2
13.8

12.1

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 （年）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

（％）

その他

単独世帯

夫婦のみの世帯

親と子のみの世帯

高齢化進展によって重要となる課題

・約３割の人々が、高齢化が一層進展する中で、重要
となる課題として、災害対策、交通安全対策、防犯
など、安全・安心に生活できる社会であると認識。

高齢化社会

・今後、高齢世帯の割合が増加。
・高齢者のみ世帯（夫婦のみの世帯、単独世帯）が
大きく増加。

高齢世帯数の推移

出典）2005年までは総務省「国勢調査」,2010年以降は国立社会保障・
人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計」（平成20年3月推計）

実測値 推計値

出典）内閣府 高齢社会対策に関する特別世論調査

持続可能な年金、医療などの社会
保障制度の構築

就業等を通じた高齢者の能力や経験
の発揮

生涯にわたる健康づくりや高齢者
介護対策

災害対策、交通安全対策、防犯など、
安全・安心に生活できる社会

総数 （Ｎ＝1.896, M.T.=263.7%)

ボランティアや地域活動等を通じた
高齢者の社会参画の促進

人口減少社会に対応した産業構造
への転換・技術革新

バリアフリーに配慮した住宅政策、
まちづくり

生涯のいつでも自由に学ぶことが
できる生涯学習社会の形成

そ の 他

特 に な い

わ か ら な い

高齢者と若い世代の世代交流の活
性化など、世代間の連帯の強化

注）高齢世帯とは、世帯主の年齢が65歳以上の一般世帯

一般世帯に占める
高齢世帯の割合

高齢世帯の構成
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地域防災力の低下

・地域の人々同士の付き合いは、薄い。
・住民の自発的な参加によって構成される消防団は、減少の一途を辿っており、地域防災力の低下を象徴。

地域の人々との付き合い

出典）平成17年国土交通白書
(年）
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出典）消防庁 「平成１９年４月調査 消防団データ集」

消防団員数の推移
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補正

当初

公共投資を巡る状況

出典）平成２０年５月１９日 財政制度等審議会資料

・ 公共事業関係予算は、ピーク時の１４．９兆円（平成

１０年度補正後）の１／２を下回る水準。

１４．９
（補正後）

６．７
（当初）

当初予算は８年連続削減

・ 平成１３年～２０年度の７年間における公共事業関係

予算の削減額は、他の一般歳出の主要経費に比べて
格段に大きい。

主要経費別の歳出増減（１３→２０年度）公共事業関係費の推移

出典）平成２０年５月１３日 財政制度等審議会資料
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その他（社保以外） ▲5.6兆円(31.1兆円→25.5兆円） 伸び率▲ 18.0%

一般歳出 ▲1.4兆円(48.7兆円→47.3兆円） 伸び率▲ 2.8%
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社会資本の維持・更新

出典）国土交通省都市・地域整備局資料
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下水道管路の年度別整備延長（全国）

出典）平成１９年度国土交通白書

出典）社会資本整備審議会道路分科会資料
平成19年6月14日

・我が国の社会資本は、戦後の高度経済成長とともに着実に整備され一定のストックを形成。今後、これらストック
のうち、高齢化したものの割合が急速に増加。
・蓄積されたストックの更新時期に突入。

建設後５０年以上経過する社会資本の割合

管路施設に起因した陥没事故
（平成15年 東京都墨田区）テレビカメラによる映像

老朽管の様子と陥没事故

下水道管きょ
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災害リスク情報の充実（１）

・即地的な情報が充実しつつある。
・洪水ハザードマップを見て｢防災意識が高まった｣､｢浸水の程度や避難場所がわかるので安心｣とする地域住民
が多数である一方、「浸水の危険性がわかり不安になった」とする意見もある。

出典）河川局資料

洪水ハザードマップの効果

利根川水系五行川浸水想定区域図 （部分）三重県内活断層図 （部分）

出典）活断層の位置情報の整備に関する調査研究平成１７年度成果（三重県）
回答者数290人（調査機関：河川情報センター 平成7年実施 埼玉県朝霞市・長野県飯山市・大阪府寝屋川市）

真岡市
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災害リスク情報の充実（２）

(注3）国土交通省 都市・地域整備局資料より作成(注2）国土交通省 河川局資料より作成

整備率 7%
平成19年11月現在 (注1）

(注1）内閣府資料より作成

津波ハザードマップ 土砂災害ハザードマップ 火山噴火災害危険区域予測図

対象
654
市町村

対象
約1,700
市町村

対象
29火山

公表29火山

洪水ハザードマップ 内水ハザードマップ

対象
約1,500
市町村

対象
約500
市町村

未公表710

公表790

地震防災マップ

未公表1,690

整備率 53%
平成20年6月現在 (注2）

公表79

未公表421

整備率 16%
平成20年8月末現在 (注3)

公表279

未公表375
未公表964

公表736

整備率 43%
平成20年3月見込み （注2）

整備率 43%
平成20年2月現在 （注2）

平成20年3月現在 （注2)

高潮ハザードマップ

対象
654
市町村

公表61

未公表593

整備率 9%
平成20年3月見込み (注2）

公表133

対象
1,823
市町村

震度等の揺れの大きさ、倒壊や全壊等
の建物被害の程度等を地図上に図示。

破堤、氾濫等の浸水被害発生時の「浸
水想定区域と浸水の程度」と「避難に関
する情報」を記載。

内水被害発生時の「浸水想定区域と浸
水の程度」等を記載。

高潮災害発生時の浸水想定区域と必要
に応じて避難場所・避難経路等の防災
情報を図示。

津波災害発生時の浸水想定区域と必要
に応じて避難場所・避難経路等の防災
情報を図示。

土砂災害警戒区域等と、発生原因（急傾斜地・土
石流等）を整理した上で、「情報の伝達方法」「避
難地に関する情報」等を記載。
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火山現象（噴火災害の範囲、危険度等）と防災拠
点、避難施設、公共・公益施設、行政界・規制箇
所、行動指示情報等を記載。



鉄道結節点周辺等の高密度・高集積

出典）平成17年大都市交通センサス首都圏報告書

新宿駅
・６社、１１路線
・利用人員（人・片道） 終日 89万人、ピーク時 41万人/時

渋谷駅
・４社、８路線
・利用人員（人・片道）
終日 45万人、ピーク時 19万人/時

東京駅
・４社、１５路線
・利用人員（人・片道）
終日 54万人、ピーク時 28万人/時

・主要駅の１日の利用人員は、地方の県人口に匹敵するレベル。
・主要駅周辺等において高容積の建物が集積し、地下街も含め複合的な空間を形成。

出典）marunouchi.comの図に加筆

丸の内地区の地下には万遍なく地下道が設置
八重洲地下街と連結、また、日本橋、銀座まで連続

４つの地下街が接続。合計面積は
１０万㎡を超える。
新宿駅西口には、超高層ビル群

丸の内エリアの地下道図

新宿駅周辺の地下街
・新宿歌舞伎町地下街（約38千㎡）
・新宿西口地下街（約30千㎡）
・新宿東口地下街（約18千㎡）
・新宿南口地下街（約17千㎡）

銀座

有楽町

日比谷 二重橋前 大手町

東京

東京

有楽町

八重洲地下街

日本橋

近年、丸の内地区に大規模建築物
が竣工

2002年 丸の内ビルディング〔約16万㎡〕
2003年 日本工業倶楽部会館・三菱UFJ信託

銀行本店ビル〔約11万㎡〕
2004年 明治安田生命ビル〔約18万㎡〕
2004年 丸の内オアゾ（全体街区）〔約33万㎡〕
2005年 東京ビルディング〔約15万㎡〕
2007年 新丸の内ビルディング〔約20万㎡〕

出典）東京都地域防災計画資料編
注：〔 〕内は、延床面積 出典）ＰＡＮＡ＝朝日航洋
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